
協議第２３号 
 

補助金、交付金等の取扱いについて 
 
補助金、交付金等の取扱いについて、次のとおり協議を求める。 

 
  平成１６年８月２５日提出 
 

相模原・津久井地域合併協議会会長 小川 勇夫 
 

 

 補助金、交付金等の取扱いについては、従来からの経緯、実情等に配慮して次のとおり調

整するものとする。 
なお、義務的補助金を除く全ての補助金、交付金等について、合併後においても補助効果

等を踏まえて見直しを行うものとする。 
 

１ 同一又は同種の団体・事業等に対する補助制度は、統合の方向で調整を図る。  
 
２ 各市町独自の団体・事業等に対する補助制度は、合理的な理由がある場合については、

当面現行制度を認めるが、市域全体の均衡を保つように原則３年以内を目途に調整を図る。 
 



参 考 
 

補助金、交付金等の取扱いについて 
 

 
１ 補助金 

一般的には特定の事業、研究等を育成、助長するために地方公共団体が公益上必要があ

ると認めた場合に対価なく支出するものである。 

補助金は本来、地方公共団体が独自の判断によって支出する直接補助が多いが、一方で

は国の施策に基づき国から補助金を受けて地方公共団体が間接的に補助をする場合もある。 

補助金には、法令に基づくものと予算措置によって行われるものの二種類がある。 

 

２ 交付金 
法令又は条例、規則等により、団体あるいは組合等に対して地方公共団体の事務を委託

している場合において当該事務処理の報償として支出するものであり、委託金が法令の規

定又は私法上の契約による行政事務執行上の委託であるのに対し、交付金はもっぱら報償

として一方的に交付されるものである。 

 

３ 負担金 
法令又は契約等によって、地方公共団体が負担するもので、次の二つに大別される。 

① 特定の事業から受ける受益に対して、その事業に要する経費の全部又は一部の金額を

支出するもの。 

② 一定の事業等について、財政政策上又はその他の見地から定められた負担割合に応じ

て負担するもの。 

なお、任意に各種団体を地方公共団体が構成しているとき、その団体の必要経費に充て

るため構成各団体が取り決められた費用を支出するものも、負担金として扱われる。 



１補助金・交付金一覧(同一・同種)

専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

企画部会
国際化推進事業支援金 国際交流推進団体補助金

厚生会交付金 町職員親睦会厚生費交付金 職員厚生会補助金 町職員親睦会補助金

自主防災組織活動助成金 自主防災組織活動助成金 自主防災組織助成金・自主防災
組織資機材整備費補助金

自主防災組織活動助成金

相模原市民生委員協議会運営補
助金

民生委員児童委員協議会補助金 町民生委員児童委員連絡協議会
補助金

郡・町民生委員児童委員協議会
費

神奈川人権センター人権関係啓
発事業補助金

神奈川県人権センター啓発活
動、研修事業補助金

神奈川人権センター補助金

横浜国際人権センター人権関係
啓発事業補助金

横浜国際人権センター補助金 横浜国際人権センター補助金

相模原市社会福祉協議会運営助
成費（運営費）

町社会福祉協議会補助金（事務
所管理費）

町社会福祉協議会運営費補助金

相模原市社会福祉協議会運営助
成費（職員給与費）

町社会福祉協議会補助金（職員
給与費）

相模原市戦没者遺族会補助金 城山町遺族会補助金 町遺族会補助金 町遺族会補助金

相模原市保護司会補助金 城山町保護司会補助金
津久井地区保護司会助成金

町保護司会補助金
津久井地区保護司会負担金

相模湖分区保護司会補助金
津久井地区保護司会補助金

相模原市医師会運営事業補助金 郡医師会負担金

相模原市シルバー人材センター
運営費補助金

城山町生きがい事業団運営費補
助金

生きがい事業団補助金 町生きがい事業団運営事業費補
助金

相模原市老人クラブ連合会運営
費補助金

城山町老人クラブ連合会補助金
城山町単位老人クラブ補助金

町老人クラブ連合会補助金・町
単位老人クラブ運営費補助金・
老人生きがい活動部補助金

老人クラブ等活動事業費

特別養護老人ホーム等建設費補
助金

特別養護老人ホーム（相模湖
苑）施設整備費補助金

（仮称）相模湖苑建設費補助金 介護老人福祉施設助成事業費補
助金

相模原市母子寡婦福祉協議会
補助金

母子福祉会助成金

補助金・交付金等の現況比較

人権同和団体助成金

社会福祉協議会運営費補助金

総務部会

保健福祉部
会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

相模原市母親クラブ連絡協議会
補助金

母親クラブ補助金 母親クラブ育成推進事業費補助
金

認定保育室補助金 認定保育施設事業補助金 小規模保育施設補助金

障害者・高齢者財産保全管理セ
ンター

地域福祉権利擁護事業補助金

相模原市身体障害者連合会補助
金

城山町身体障害者福祉会補助金 町身体障害者福祉会補助金

相模原市肢体不自由児者父母の
会補助金

城山町肢体不自由児父母の会補
助金

相模原市手をつなぐ育成会補助
金

障害者地域作業所補助金 障害者作業所指導事業補助金
精神障害者地域作業指導事業負
担金

障害者地域作業所補助金

障害者小規模通所授産施設補助
金

精神障害者小規模通所授産施設
運営費補助金

精神障害者小規模通所授産施設
運営費負担金

精神障害者地域生活支援セン
ター家賃等助成

精神障害者地域生活支援事業補
助金

知的障害者生活ホーム等設置費 精神障害者地域生活援助事業補
助金

生活ホーム等家賃助成 精神障害者グループホーム家賃
助成事業補助金

ＪＲ橋本駅垂直移動施設整備費
補助金

ＪＲ相模湖駅垂直移動施設整備
費補助金

市民健康づくり運動普及員連絡
会補助金

健康普及員連絡会補助金

予防接種助成金 予防接種費用助成金 予防接種費用助成事業費

食品衛生協会運営費補助金 津久井食品衛生協会城山支部助
成金
津久井食品衛生協会城山料飲支
部助成金

市民部会 相模原市自治会連合会補助金 町自治会連合会助成金

町身体障害者福祉連絡協議会補
助金

保健福祉部
会

保健所部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

コミュニティ助成事業助成金 コミュニティ施設等整備事業補
助金

コミュニティ助成事業助成金 コミュニティ助成事業助成金

自治会集会所建設費補助金（建
物）

自治会集会所建設費補助金 地域集会所管理補助金

相模原市行政相談委員連絡会補
助金

行政相談委員県北地区負担金

相模原市人権擁護委員会補助金 郡・町人権擁護委員連絡会助成
金

（財）法律扶助協会神奈川県支
部補助金

法律扶助協会神奈川支部補助金 法律扶助協会補助金 神奈川県法律扶助協会負担金

神奈川県建設連合国民健康保険
組合補助金

神奈川県建設連合国民健康保険
組合補助金

人間ドック助成費 人間ドック本人希望機関補助金

防犯灯維持管理費補助金 防犯灯維持管理費交付金

相連防　運営費補助金 津久井郡連合防犯協会負担金 津久井郡連合防犯協会助成金 郡連合防犯協会負担金

相模原市交通安全都市推進協議
会補助金

町交通安全対策協議会助成金 町交通安全対策協議会補助金

相模原交通安全協会補助金 津久井交通安全協会補助金 郡交通安全協会負担金 津久井交通安全協会補助金

相模原商工会議所補助金 町商工会補助金
地域振興ビジョン推進事業費補
助金

商工会補助金 町商工会助成金

小企業小口資金利子補給金 中小企業設備資金利子補給金

中小企業事業資金信用保証料補
助金

信用保証料補助金 信用保証料補助金

牛海綿状脳症関連特別資金利子
補給金

牛海綿状脳症（BSE)緊急対策利
子補給金

商店街街路灯電気料補助金 商店街街路灯組合補助金

相模原納涼花火大会補助金 さがみこ湖上祭分担金

市民部会

経済部会

津久井町人権擁護委員等連絡会
助成金

城山町行政相談委員・人権擁護
委員連絡会補助金



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

相模原市観光協会補助金 町観光協会補助金 町観光協会補助金 町観光協会宣伝負担金

中小企業退職金共済掛金補助金 町中小企業退職金共済制度加入
奨励補助金

相模原・津久井地域労働者福祉
協議会補助金

相模原・津久井地域労働者福祉
協議会補助金

相模原・津久井地域労働者福祉
協議会補助金

相模原・津久井地域労働者福祉
協議会補助金

湘北建築高等職業訓練校補助金 湘北建築高等職業訓練校補助金 湘北建築高等職業訓練校補助金 湘北建築高等職業訓練校補助金

神奈川県農業共済組合運営費補
助金

神奈川県農業共済組合負担金 県農業共済組合負担金 神奈川県農業共済組合負担金

農業経営改善支援センター設置
事業補助金

郡農業経営改善支援センター活
動費負担金

農業経営改善センター運営負担
金

農業経営改善支援センター活動
費負担金

農業経営基盤強化資金利子補給
金

農業制度資金利子補給事業費

果樹振興対策事業補助金 果樹振興対策事業補助金

相模原市果実組合補助金 町果樹生産組合負担金

有害鳥獣駆除対策事業補助金 有害鳥獣防除事業補助金 町鳥獣被害対策協議会補助金
農作物獣害防護事業補助金

町野猿対策協議会補助金

生活改善グループ連絡会補助金 町女性農業者連絡協議会助成金

農業近代化資金利子補給金 農業制度資金利子補給金 農業近代化資金等利子補助金

（社）相模原市畜産振興協会運
営管理費補助金

郡畜産振興協議会負担金 郡畜産振興協議会負担金
町酪農振興協議会補助金

郡畜産振興協議会負担金

（社）相模原市畜産振興協会事
業費補助金

家畜防疫環境衛生対策事業補助
金
受精卵移植技術定着事業補助金
畜産施設等整備事業補助金

家畜防疫事業助成金
酪農経営改善事業費補助金
畜産共進会出品補助
家畜排泄物処理施設設置費奨励
金

諏訪森下用水組合運営事業補助
金

水田揚水費補助金

合併処理浄化槽設置補助金 合併処理浄化槽設置整備事業費
補助金

合併処理浄化槽設置費補助金 合併処理浄化槽設置補助金

経済部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

みどりの協会補助金 緑化推進事業助成金 生け垣設置費補助金

相模川を愛する会補助金 中道志川トラスト協会補助金

保存樹林・樹木奨励金 緑化推進事業助成金

集団資源回収事業補助金 集団資源回収実施団体奨励金 集団資源回収実施奨励金 集団資源回収実施奨励金交付事
業費

相模原市美化運動推進協議会補
助金

環境美化推進協議会補助金

生ごみ処理容器購入費補助金 生ごみ処理容器設置費助成金 生ごみ処理機購入費助成金 生ごみ処理容器購入費補助金

相模原市私立幼稚園就園奨励補
助金

私立幼稚園就園奨励費補助金
私立幼稚園就園費補助金

就園奨励費補助金 公立・私立幼稚園就園奨励費補
助金

相模原市私立幼稚園教育振興補
助金

私立幼稚園就園費補助金 私立幼稚園施設整備費補助金

相模原市公立小学校校長会補助
金

相模原市立中学校長会補助金

相模原市公立小学校教頭会補助
金

相模原市立中学校教頭会補助金

相模原市立小学校教育研究会補
助金

郡小学校教育研究会負担金 郡小学校教育研究会負担金 郡小学校教育研究会負担金

相模原市立中学校教育研究会補
助金

郡中学校教育研究会負担金 郡中学校教育研究会負担金 郡中学校教育研究会負担金

相模原市中学校体育連盟補助金 郡中学校体育連盟分担金 郡中学校体育連盟負担金 郡中学校体育連盟補助金

神奈川県高等学校定通教育振興
会補助金

県高校定時制通信制教育振興会
補助金

神奈川県高等学校定時制通信制
教育振興会負担金

神奈川県高等学校定通教育振興
会補助金

県央県北地区高等学校定時制通
信制教育振興会補助金

県央県北地区高等学校定時制教
育振興会助成金

県央県北地区高等学校定時制通
信制教育振興会分担金

県央県北地区高等学校定時制通
信制教育振興会補助金

環境保全部
会

町校長会補助金 町校長会補助金

町教頭会補助金 町教頭会補助金

環境事業部
会

管理部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

児童生徒指導対策助成金 校内生活指導費補助金（中学
校）

生徒指導研究会補助金 生徒指導費助成金

進路指導対策助成金 進路指導費補助金 進路指導研究会補助金 進路対策費補助金

相模原市学校保健会補助金 郡学校保健会負担金 郡学校保健会助成金 郡学校保健会負担金

学校教育部
会

相模原市立学校教職員互助会補
助金

津久井地域教職員互助会助成金 津久井地区教職員互助会補助金 津久井地区教職員互助会負担金

相模原市立小中学校ＰＴＡ連絡
協議会補助金

町ＰＴＡ連絡協議会補助金 町ＰＴＡ連絡協議会助成金 町ＰＴＡ育成事業費補助金

相模原市地域婦人団体連絡協議
会補助金

町婦人会連絡協議会助成金 婦人団体育成費補助金

相模原市文化協会補助金 町文化協会補助金 町文化協会助成金 文化団体(28団体)育成費補助金

指定・登録文化財保存管理奨励
金

町指定重要文化財等保存管理奨
励金

鳥屋獅子舞保存会助成金

（財）相模原市体育協会事業費
補助金

（財）相模原市体育協会管理費
補助金

相模原市青少年健全育成組織補
助金

地区健全育成組織補助金

相模原市子ども会育成連絡協議
会運営補助金

町青少年育成団体連絡協議会補
助金
町青少年育成活動費補助金

町子供会育成団体連絡協議会助
成金

地区育成団体連絡協議会活動費
補助金
青少年団体育成事業費補助金
郡子ども会育成団体連絡協議会
分担金

議会部会
相模原市議会政務調査費 議員政務調査費 議員政務調査費交付金

明るい選挙推進協議会補助金 明るい選挙推進協議会補助金 明るい選挙推進協議会補助金 明るい選挙推進協議会運営費助
成金

選挙運動用通常はがき交付金 選挙運動用通常はがき

消防部会
相模原市消防団共済組合補助金 消防団員福祉共済掛金 消防団員福祉共済掛金

町体育協会補助金 町体育協会補助金

選挙管理委
員会部会

管理部会

生涯学習部
会

町体育協会補助金



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

消防部会
相模原市消防団運営交付金 消防団活動助成金 消防団運営費交付金 消防活動助成金



２補助金・交付金一覧(市町独自)

専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

市制５０周年記念市民シンポジウ
ム実行委員会補助金

城山町土地開発公社補助金 町録音奉仕会補助金 相模湖町土地開発公社補助金

パートナーシップ事業支援制度助
成金

情報通信基盤整備促進事業補助
金

録音奉仕会「かつら｣補助金

フォトシティさがみはら実行委員
会補助金

かおる文化とうるおいの町づくり
推進事業補助金

相模原市邦舞三曲連盟補助金

国内交流事業支援金

相模原市民文化財団事業費補助金

相模原市民文化財団運営費負担金

相模原市民文化財団運営費負担金
（派遣法分）

銀河連邦サガミハラ共和国事業補
助金

緊急一時保護施設運営補助金

研究活動費等助成金

米軍基地返還促進市民協議会補助
金

（財）相模原市都市整備公社補助
金

地域振興施設整備事業補助金

県民の警察官表彰賛助金

財務部会 相模原たばこ商業協同組合補助金

全国民生委員児童委員互助共励事
業補助金

城山町赤十字奉仕団補助金 地域福祉推進体制整備補助金 ふれあいのまちづくり運営費補助
金

補助金・交付金等の現況比較

企画部会

総務部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

南分室等初度調弁
城山町ともしび運動懇話会補助金 中野地区敬老会運営費助成金 精神障害者地域生活援助事業費補

助金

あじさい会館等売店運営費
重度障害者住宅設備改良費補助金 三ケ木地区敬老会運営費助成金

社会福祉事業振興資金補助金
身体障害者用自動車改造費助成金 グループホーム運営費補助金（精

神）

社会福祉事業団本部運営助成費
下肢等障害者自動車運転訓練費補
助金

日常生活用具給付等補助金

地区社会福祉協議会育成推進事業
補助金

身体障害者手帳診断料助成金 手帳診断料補助金

社会福祉基金運用事業補助金
城山町身体障害者福祉会補助金 重度障害者住宅設備改良費補助金

在宅福祉サービス運営費補助金
城山町めばえ会補助金（訓練会） 身体障害者用自動車改造費補助金

相模原原爆被災者之会補助金
精神障害者地域作業所等通所交通
費助成金

下肢等障害者自動車運転訓練費補助
金

相模原市福祉のまちづくり推進協
議会補助金

精神障害者短期入所事業補助金 在宅重度身体障害者日常生活用具給
付・貸与補助金

相模原市社会を明るくする運動補
助金

精神障害者地域生活援助事業補助
金

精神障害者地域作業所通所交通費助
成金

相模原市更生保護婦人会補助金
精神障害者地域生活支援事業補助
金

町障害者作業所通所交通費助成金

防災ボランティア推進事業補助金
届出保育施設利用者支援事業費補
助金

生活保護施設運営費補助金
町民たすけあいサービス事業補助
金

低所得者緊急援護貸付資金交付金
地域福祉権利擁護補助金

生活福祉資金利子補給交付金
城山町すみれ会補助金（ひとり暮
らし高齢者）

障害者歯科診療所運営費補助金

休日急病医科診療所運営費補助金

保健福祉部
会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

休日急患歯科診療所運営費補助金

休日夜間急患調剤薬局運営費補助
金

外科系救急医療体制支援事業補助
金

休日柔道整復施療所運営費補助金

「健康さがみはら」発行事業補助
金

高度医療機器共同利用事業補助金

地域医療協力事業補助金（北里大
学病院分）

地域医療協力事業補助金（相模原
協同病院分）

「看護の心」啓発普及事業補助金

院内保育施設運営費補助金

相模原市ナースセンター運営費補
助金

相模原衛生学院運営費補助金

相模原准看護学院運営費補助金

相模原歯科医師会運営事業補助金

相模原市薬剤師会運営事業補助金

第５４回日本病院学会補助金

生きがい農園運営費補助金

保健福祉部
会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

特養ホーム等建設費借入償還金補
助金

軽費老人ホーム事務費補助金

高齢者福祉施設運営費補助金

施設入所高齢者福祉給付金支給事
業補助金

介護老人保健施設建設費借入償還
金補助金

社会福祉法人利用者負担助成事業

子どもの広場施設賠償責任保険料
補助金

相模原市児童館連絡協議会補助金

民間児童クラブ運営費補助金

子どもの広場整備等補助金

幼児養育費支給費（３歳児）

幼児養育費支給費（４歳児）

幼児養育費支給費（５歳児）

母子福祉資金等利子補給交付金

自立支援教育訓練給付金

母子家庭高等技能訓練促進費

コミュニティ保育促進事業補助金

保健福祉部
会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

相模原保育ウィーク実行委員会補
助金

相模原市保育士会補助金

相模原市私立保育園長会補助金

相模原保育室連絡協議会補助金

保育センター運営費補助金

乳児保育促進事業補助金

特別保育科目設定事業補助金

民間保育所借入償還金補助金

民間保育所土地賃借料補助金

分園施設賃借料補助金

分園運営費補助金

一時保育促進事業補助金

時間延長型保育サービス事業補助
金

休日保育推進事業補助金

賃借料補助金

産休等代替職員雇用費補助金

（仮称）橋本保育園施設整備費等
補助金

保健福祉部
会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

（仮称）新磯野保育園分園施設整
備費等補助金

相模原市障害児者福祉団体連絡協
議会補助金

相模原市精神障害者家族会（みど
り会）補助金

身体障害者ケア付住宅運営事業補
助金（シャローム分）

身体障害者ケア付住宅家賃助成

重症心身障害児施設建設資金借入
償還金補助金

相模原市傷痍軍人会補助金

相模原市腎友会補助金

相模原失語症友の会補助金

在宅障害者家庭内作業指導補助金

障害者地域活動センター運営費補
助金

神奈川県知的障害者スポーツ大会
補助金

奨励金

障害者地域作業所等健康診断事業
補助金

障害者一時ケア補助金

相模原市自閉症児・者親の会補助
金

相模原市障害者地域作業所等連絡
協議会補助金

保健福祉部
会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

運営費補助金

知的障害者更生施設建設資金借入
償還金補助金

知的障害者授産施設建設資金借入
償還金補助金

知的障害者福祉ホーム建設資金借
入償還金補助金

京王橋本駅垂直移動施設整備費補
助金

健康づくりのつどい補助金
城山町食生活改善推進協議会助成
金

町食生活改善推進団体助成金 郡医師会肺疾患研究会助成金

相模原市在宅ケア対策事業補助金
津久井郡医師会肺疾患研究助成金 郡医師会肺疾患研究会助成金 要介護者歯科診療対策助成金

相模原高齢者よい歯のコンクール
事業補助金

津久井地区在宅ねたきり老人歯科
診療対策助成金

津久井地区在宅ねたきり老人等歯科
診療対策推進協議会補助金

高齢者等歯科保健医療事業補助金

地域住民検診事業補助金

成人病栄養相談指導事業補助金

妊婦健康診査助成１回目

妊婦健康診査助成２回目

健康診査費助成(８か月児健診)

健康診査費助成(１歳児健診)

健康診査費助成(１歳６か月健診)

神奈川県小児保健協会補助金

保健福祉部
会

保健所部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

結核健康診断事業補助金

市医師会サーベイランス事業補助
金

感染症施設整備補助金

食品衛生推進委員、指導員活動補
助金

犬・猫不妊去勢手術補助金

地域情報紙発行、配送費補助金
津久井郡暴力団排除活動推進協議
会補助金

津久井郡暴力団排除活動推進協議会
助成金

地域市民まつり助成金
火葬費助成金 中野山林管理委員会補助金

借地（自治会集会所賃借料助成事
業）

防犯指導員活動補助金 各地区地域振興協議会助成金

借家（自治会集会所賃借料助成事
業）

津久井交通安全協会城山支部補助
金

三ヶ木財務委員会助成金

神奈川県医師国民健康保険組合補
助金

津久井町交通指導隊運営費交付金

神奈川県歯科医師国民健康保険組
合補助金

地域振興特例事業補助金

神奈川県建設業国民健康保険組合
補助金

鳥屋地域振興協議会施設整備補助金

神奈川県薬剤師国民健康保険組合
補助金

各地区地域振興協議会補助金

神奈川県食品衛生国民健康保険組
合補助金

鳥屋地区各委員会運営費助成金

建設連合国民健康保険組合（神奈
川県支部）補助金

串川地区各委員会運営費助成金

防犯モデル地区活動費助成金
青根地区コミュニティ委員会運営
費助成金

相連防　防犯灯整備費補助金
青野原地域振興協議会助成金

保健所部会

市民部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

南連防　運営費補助金
青根地域振興協議会助成金

南連防　防犯灯整備費補助金
地域まちづくり委員会補助金

相模原南交通安全協会補助金

防犯灯設置費補助金

相模原市消費者団体連絡会補助金

第２センター入居研究室補助金
郡農産物直売事業連絡協議会交付
金

郡農産物直売事業連絡協議会補助金 郡農産物直売事業連絡協議会助成
金

首都圏南西地域産業協議会
運営費補助金

郡森林組合事業活動促進費補助金 群森林組合補助金 群森林組合補助金

さがみはら産業創造センター補助
金

水田共同防除事業補助金 津久井湖魚族放流事業助成金 相模湖魚族委員会補助金
ワカサギ津久井湖放流補助金

テクノ相模協同組合共有施設等補
助金

茶病害虫防除対策事業補助金 協力協約推進事業補助金 「水源の森林づくり事業」協力協
約推進事業費補助金

グリーンピア田名協同組合共有施
設等補助金

花き病害虫防除対策事業補助金 津久井湖観光センター運営費補助金 樹・水・星のカーニバル開催事業
補助金

体質強化支援資金利子補給金
枝打推進事業補助金 神之川林道開設改良事業助成金 観光農業推進事業費

起業支援資金利子補給金
除間伐推進事業補助金 町直売事業連絡協議会補助金 さがみこファームフェスタ運営費

補助金

中小企業研究開発補助金
地域活性化イベント事業補助金 森林ミュージアム推進委員会補助金 一般林業促進事業費補助金

景気対策特別小口資金利子補給金
道志ダム関連地域環境整備事業補助
金

ふるさとの森事業推進組合助成金

景気対策特別資金利子補給金
道志川アユの里づくり事業費補助
金

倒産関連防止資金利子補給金

中小企業景気対策特別融資信用保
証料補助金

市民部会

経済部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

峡の原工業団地協同組合運営事業
補助金

清水原工業団地協同組合運営事業
補助金

赤坂工業団地協同組合運営事業補
助金

（社）神奈川県工業技術研修セン
ター運営事業補助金

相模原機械金属工業団地協同組合
運営事業補助金

テクノ相模協同組合運営事業補助
金

グリーンピア田名協同組合運営事
業補助金

テクノパイル田名工業団地協議会
運営事業補助金

相模原市産業振興財団運営費補助
金

商業地形成事業融資資金利子補給
金

商業地形成事業融資資金信用保証
料補助金

相模大野地区商店会連合会事業推
進補助金

上溝地区まちづくり推進連絡協議
会運営補助金

東林間地区まちづくり推進連絡協
議会運営補助金

淵野辺地区まちづくり推進連絡協
議会運営補助金

相原・二本松地区まちづくり推進
委員会運営補助

古淵地区商店街振興計画推進委
員会運営補助金

経済部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

商店街共同駐車場維持補助金

相模原市営自動車駐車場回数券共
同購入事業補助金

商店街街路灯修繕費補助金

商店街ステップアップ事業補助金

空き店舗活用事業補助金

商店街イベント事業補助金

商業団体等活動促進事業補助金

相模原市商店会連合会活動促進事
業補助金

ジュニア商人体験事業補助金

全国凧揚げ大会補助金

水郷田名新堀用水路を愛する会運
営事業補助金

橋本七夕まつり

相模の大凧まつり補助金

上溝夏祭り補助金

泳げ鯉のぼり相模川補助金

東林間サマーわぁ！ニバル補助金

相模大野まんどうまつり補助金

経済部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

相模ねぶたカーニバル補助金

よさこいまつり補助金

商業地形成事業商店街環境整備事
業補助金

公衆浴場設備整備費補助金

勤労者住宅資金利子補給金

商工会議所特定退職金共済掛金補
助金

労働祭補助金（地域連合）

（財）神奈川県駐労福祉センター
補助金

労働祭補助金（総連合）

相模原・津久井労働災害防止団体
連絡協議会補助金

県民のいのちとくらしを守る県民
のつどい補助金

相模原市中小企業勤労者福祉サー
ビスセンター補助金

営農センター助成金

農地流動化助成金

関連資材導入支援補助金

野菜振興対策事業補助金

花卉植木振興対策事業補助金

経済部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

景観草花栽培事業補助金

相模原市大沢南部営農組合補助金

相模原市田名西部営農組合補助金

援農システム整備事業補助金

農業青年育成事業補助金

新規就農者等研修奨励金

新規就農者農作業オペレーター支
援

野菜生産出荷奨励金事務取扱交付
金

野菜生産出荷奨励金

相模原市米穀小売商組合補助金

農協出荷奨励金

農業まつり補助金

さがみはら市民朝市補助金

農業体験学習事業補助金

整備資金償還事業補助

下大島用水組合運営事業補助金

認定農業者育成事業補助金

経済部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

経済部会 アグリセンター事業運営補助金

住宅用太陽光発電設備設置補助金
保護動植物指定区域土地所有者等
助成金

合併処理浄化槽設置替奨励金 雑排水処分事業専用車車検代助成
金

小規模雨水利用設備設置補助金
自然コミュニオンエリア推進団体
助成金

広場整備費補助金 浄化槽清掃補助事業費

住宅用太陽熱高度利用システム設
置補助金

城山自然の家協会助成金

低公害自動車購入奨励金
小倉松並木景観保存事業補助金

集団資源回収事業用物品整備補助
金

一般家庭浄化槽清掃経費補助金 ごみ箱設置費補助金 ごみ集積箱設置費補助事業費

資源分別回収事業補助金

小田急多摩線延伸促進協議会補助
金

生活交通路線維持補修費補助金 生活交通確保対策補助金

相模原市公共交通整備促進協議会
補助金

ノンステップバス導入補助金

バス停留所等上屋設置補助金

橋本６丁目東町地区優良建築物等
整備事業補助金

橋本６丁目Ｄ地区優良建築物等
整備事業補助金

上鶴間道正山土地区画整理事業補
助金

民間自転車駐車場維持管理補助金

民間自転車駐車場整備補助金

民間自動車駐車場整備利子補給金

環境事業部
会

都市部会

環境保全部
会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

民間自転車駐車場整備資金利子補
給金

Ａ地区市街地再開発事業補助金

Ａ地区市街地整備事業負担金

Ａ地区市街地整備事業負担金（本
年度分）

運営費等補助金
木造住宅耐震診断補助金

検査点検費用補助金

建設資金利子補給補助金

運営費補助金 水洗便所改造等奨励金 原材料等支給事業助成金 水洗便所改造等資金利子補給金

相模原市幹線道路網整備促進協議
会運営補助金

水洗便所改造等資金利子補給金

雨水浸透施設設置助成金

生活扶助世帯水洗便所改造等工事
費特別助成金

（社）相模原市幼稚園協会補助金 対外派遣費補助金（小学校） 体育大会等生徒派遣費補助金 文化体育派遣費

相模原私立幼稚園教育会補助金 対外派遣費補助金（中学校）
青野原地域教育施設整備促進委員会
補助金

相模原幼児教育協議会補助金 校内研究費補助金（小学校）

私立幼稚園園児健康診断補助金 校内研究費補助金（中学校）

私立幼稚園預かり保育補助金 湘南小学校児童バス通学費補助金

私立幼稚園教育研究県央地区大会
補助金

遠距離通学費補助金（中学校）

建築部会

都市部会

土木部会

管理部会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

相模原市私立幼稚園障害児教育助
成金

中学校課外活動助成金

相模原市立小中学校教育器楽合奏
研究会補助金

相模原市立小中学校視聴覚教育研
究会補助金

相模原市学校図書館協議会補助金

相模原市障害児教育研究会補助金

相模原市立学校事務研究協議会補
助金

相模原市立小中学校教育連合会補
助金

相模原市学校給食運営協議会補助
金

相模原市青少年相談員協議会運営
費補助金

国際交流教育推進事業補助金 町研究指定校補助金（小学校）

夢のびやか教育推進事業費（小学
校）

町研究指定校補助金（中学校）

夢のびやか教育推進事業費（中学
校）

野外体験研修費補助金（小学校）

野外体験研修費補助金（中学校）

交通安全指導補助金（小学校）

指定研究校補助金（小学校）

環境保全・啓発補助金（小学校）

管理部会

学校教育部
会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

情操教育推進事業補助金（中学
校）

社会福祉研究活動費補助金（中学
校）

相模原市社会教育関係団体事務室
利用者協議会補助金

家庭教育学級開催費補助金 家庭教育学級開催費補助金 県総合体育大会参加選手派遣事業
費

相模原市女性学習グループ連絡協
議会補助金

公民館まつり実行委員会補助金 津久井城山を愛する会補助金

相模原市民吹奏楽団補助金
城山の教育を考える会補助金 尾崎行雄を全国に発信する会補助金

相模原市民交響楽団補助金
町体育振興奨励金 地区文化祭開催費補助金

相模原市合唱連盟補助金
町体育団体育成補助金 実行委員会補助金（町民大学）

市民合同演奏会補助金
県総合体育大会派遣費 遙かな友に道志川合唱祭開催事業補

助金

青少年音楽団体育成補助金
神奈川県陸上競技協会一時登録料 尾崎咢堂杯争奪青年演説大会実行委

員会補助金

公民館運営協議会等活動費補助金
地区体育振興会助成金

相模原市公民館連絡協議会補助金
総合体育大会選手派遣費助成金

相模原市民俗芸能保存協会補助金
駅伝競走大会選手派遣費助成金

相模原市文化財研究協議会補助金

スポーツ大会等開催・誘致奨励補
助金

相模原市体育指導委員連絡協議会
運営補助金

（財）相模原市体育協会派遣職員
人件費等補助金

地域・子どもふれあい事業補助金

学校教育部
会

生涯学習部
会



専門部会 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

相模原市青少年指導員連絡協議会
運営補助金

相模原市少年鼓笛バンド連盟運営
補助金

相模原ユースネットワーク運営補
助金

相模原市少年少女合唱団育成会運
営補助金

ボーイスカウト・ガールスカウト
相模原連絡協議会運営補助金

相模原市１６㍉映画研友会補助金

不在者投票交付金

ポスター作成交付金

選挙運動用自動車交付金（個別契
約）

選挙運動用自動車交付金（ハイ
ヤー契約）

消防部会 相模原市防災協会補助金 県消防協会津久井支部補助金
災害対策本部助成金
（災害現場炊き出し経費助成）

生涯学習部
会

選挙管理委
員会部会



先進事例 
 
■秋田市・河辺町・雄和町 

補助金等については、秋田市の制度に統一するものとする。 

ただし、一部の補助金等については、当該制度の目的を勘案して調整するものとする。 

 
■浜松市・浜北市・天竜市・舞阪町・雄踏町・細江町・引佐町・三ケ日町・春野町・佐久間

町・水窪町・龍山村 

補助金、交付金等については、従来からの経緯、実情等に配慮して調整するものである

が、義務的補助金を除く全ての補助金等について、政令指定都市移行目標の平成19年度に

おいては、補助効果の実績を踏まえて見直しを行い、継続・拡大・縮小・廃止・統合につ

いて検討するものとする。 

 なお、合併時における調整は次によるものとする。 

１ 同一又は同種の団体・事業に対する補助制度は、統合の方向で調整を図る。  

２ 各市町村独自の団体・事業に対する補助制度（少数の市町村で行われている場合を含

む）及び一市多制度を採用する合理的な理由がある場合は、現行制度を認めるが、市域

全体の均衡を保つように調整に努め、統合できるものについては統合するよう調整する。 

 
■豊田市・藤岡町・小原村・足助町・下山村・旭町・稲武町 

補助金、交付金等の取扱いについては、市域全体の均衡を保つよう、原則として次のと

おり調整を行うものとする。  

１ 各種団体等に対する運営的補助金等のうち、各市町村で同一あるいは同種の補助金等

については、関係団体の理解と協力を得て、統一の方向で調整する。 

  なお、統一までの間は、現行制度を基本として調整する｡  

２ 各種団体等に対する運営的補助金等のうち、各市町村独自の補助金等については、現

行制度を基本として調整する｡  

３ 各種事業に対する補助金等については、原則として、当面現行のとおりとする。 

  ただし、各種事務事業の調整方針と関連し、整理が必要な補助金等については、豊田

市の制度を基本として調整する｡ 

 
■岡山市・御津町・灘崎町 

各種団体に交付している補助金、交付金等については、実情を尊重し存続させた上で、

今後、調整を要するものについては、新市において措置するものとする。 

 



補助金、交付金等の取扱いに関する法令 
 
○地方自治法 (昭和２２年法律第６７号) 

第２３２条の２ 普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は

補助をすることができる。 

 



報告第２０号 
 

各種事務事業の取扱いについて（Ｂ・Ｃランク）その２ 
 
各種事務事業の取扱いについて、次のとおり報告する。 

 
  平成１６年８月２５日提出 
 
                相模原・津久井地域合併協議会会長 小川 勇夫 
 
 



 
調整方針一覧（Ｂランク） 

 
総務部会 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

１ 職員厚生会・職員生協 

職員厚生会については、合併時に相模原市

の制度に統合する。ただし、各種給付事業、

基金等の取扱いについては合併時までに調

整する。 

職員生協については、現行のまま存続する

ものとする。 

１７６

 

財務部会 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

１ 

市税及び個人の県民税の

収納管理、督促、滞納処

分等 

口座振替手数料については、合併時に相模

原市の指定金融機関の口座振替手数料に統

一する。 

督促手数料については、合併時に廃止す

る。 

１７８

２ 前納報奨金 
合併時に津久井町の前納報奨金制度を廃

止する。 
１７９

 

保健福祉部会 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

１ 小児医療費助成事業   合併時に相模原市の制度に統合する。 １８０

２ 
福祉タクシー利用料助成

事業          

３年間で段階的に相模原市の制度に統合

する。リウマチ患者、精神障害者保健福祉法

第３２条対象者、バス共通カードの配布の取

扱いについては、福祉有償運送に係るセダン

型等の一般車両を用いる場合の特区認定等

それら対象者の移動の確保等条件が整理さ

れた時点で相模原市の制度にあわせ廃止す

る。 

１８２

３ 
市心身障害者福祉手当支

給事業         
合併時に相模原市の制度に統合する。 １８４

 



 
環境保全部会 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

１ 

開発行為等における緑地に

係る協議､指導､監督及び検

査事務 

３年以内に、相模原市の制度に統合する。 １８５

２ 

開発行為等における公園に

係る協議､指導､監督及び検

査事務 

３年以内に、相模原市の制度に統合する。 １８６

 

生涯学習部会 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

１ 文化財保護管理事業 

合併後、文化財の研究、保存団体及びその

補助金・交付金対応の調整を図りながら、３

年間で段階的に相模原市の制度に統合する。

なお、公開施設については、市立博物館を核

にネットワーク化を検討する。ただし、津久

井郡郷土資料館については、藤野町の意向を

踏まえ、新市に引き継ぐ。 

１８７

２ 文化財調査事業 
速やかに相模原市の制度に統合し、文化財

の現況調査を実施する。 
１８９

３ 遺跡保存整備事業 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。３町の現行事業は継続するが、 

遺跡・城跡の基本計画・整備計画等の整合を

図る。 

１９０

４ 
埋蔵文化財の保護と開発

事業との調整 
速やかに相模原市の制度に統合する。 １９２

５ はたちのつどい開催事業 
現行のまま新市に引き継ぎ、開催場所等を

含め、あり方を検討する。   
１９４

 

 



 

調整方針一覧（Ｃランク） 

 
総務部会 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊２

ページ

１ 
褒賞及び表彰事業（職員

表彰を除く） 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １ 

２ 私学振興に関する事務 相模原市の制度を適用する。 ３ 

３ 情報公開に関する事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 ４ 

４ 
個人情報の保護に関する

事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ５ 

５ 
行政資料の収集、管理及

び提供事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。な

お、各町の保有する配架資料は、現相模原市

行政資料コーナーで配架するとともに、各町

の行政資料コーナーにおいても、新市として

の主要な行政資料の配架及び有償刊行物の

販売を行う。 

６ 

６ 市史編さん事業     

合併時に相模原市の制度に統合する｡ただ

し、進行中の町史編さん事業は、原則として

従前の編さん体制により継続し、完結させる

ものとする。 

７ 

７ 行政改革推進事業    

合併時には、平成１７年度から現在の行政

改革大綱を発展的に継承する「（仮称）さが

みはら都市経営ビジョン」に統合するが、合

併に伴い「（仮称）さがみはら都市経営ビジ

ョン」の修正が必要な部分については、所要

の見直しを行っていく。 

９ 

８ 
（財）相模原市都市整備

公社補助金     

現行のまま新市に引き継ぐ。なお、公益法

人そのものの調整方針については、別途、協

議事項「一部事務組合等の取扱い」の中で決

定する。 

１０ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊２

ページ

９ 
外部監査契約に関する事

務           
合併時に相模原市の制度に統合する。 １１ 

１０ 
市民ロビー相模大野負担

金に関する事務     
現行のまま新市に引き継ぐ。 １２ 

１１ 職員定数の管理 
合併後、新市における職員定数管理計画を

策定する。 
１３ 

１２ 事務改善制度 

事務改善の取組については、合併時に相模

原市の制度に統合する。なお、ＩＳＯ９００

１については認証団体である津久井町がな

くなると認証保持できないことから合併時

までに廃止する。 

１４ 

１３ 行政評価 
合併時に相模原市の行政評価制度に統合

する。 
１５ 

１４ 

研修所研修事業（階層・

特別・国内・海外・自己

啓発・交流）      

合併時に相模原市の制度に統合する。 １６ 

１５ 
職員の公務災害及び通勤

災害 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １８ 

１６ 職員の福利厚生 合併時に相模原市の制度に統合する。 １９ 

１７ 職員会館の維持管理 現行のまま存続するものとする。 ２０ 

１８ 職員の健康管理 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２１ 

 



 

財務部会 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊２

ページ

１ 固定資産評価審査委員会 相模原市の委員報酬の額とする。 ２２ 

２ 財政状況の公表 合併時に相模原市の制度に統合する｡ ２３ 

３ 
財政調整基金及び減債基

金の運用管理 
合併時に相模原市の制度に統合する｡ ２４ 

４ 指定金融機関等 

指定金融機関は横浜銀行とする。津久井郡

農業協同組合は収納代理金融機関とし、３町

の収納代理金融機関は、そのまま現行どおり

引き継ぐものとする。 

２５ 

５ 電源立地地域対策交付金 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２６ 

６ 
相模川ダム周辺地域振興

協力基金交付金 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ２７ 

７ 土地開発基金の運用管理 合併時に相模原市の制度に統合する｡ ２８ 

８ 契約業者の登録及び指定 

基本的に当該事務事業が、現在、県ととも

に進められている「電子入札システム」の中

で一体で行われることになり、相模原市は平

成１８年度に新システムに移行するため、３

町との事前調整により合併時に統合する。 

２９ 

９ 用品調達基金の運用管理 
原則として合併時に相模原市の制度に統

合する。 
３０ 

１０ 納税貯蓄組合 現行のまま新市に引き継ぐ。 ３１ 

１１ 

原動機付自転車及び小型

特殊自動車の標識の取扱

い 

城山町、津久井町及び相模湖町で交付した

標識については、廃車するまで引き続き使え

るよう、経過措置を設ける。 

３２ 

１２ 

土地価格等縦覧帳簿及び

家屋価格等縦覧帳簿の縦

覧 

現行のまま新市に引き継ぐ。 ３３ 

 



 

保健福祉部会 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊２

ページ

１ 社会福祉審議会事務   
中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
３４ 

２ 社会福祉統計調査事業  
中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
３５ 

３ 
民間社会福祉施設賠償責

任保険負担金 

中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
３６ 

４ 防災資機材の整備事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３７ 

５ 
さがみはら健康都市宣言

普及事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ３８ 

６ 保健福祉センター 

合併時に相模原市の制度に統合する。ただ

し、新市において、保健福祉圏域における保

健福祉センターのあり方について検討する。 

３９ 

７ 

社会福祉法人、社会福祉

施設等に係る認可、指導

等 

中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
４０ 

８ 
民生委員審査専門分科会

事務        

中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
４１ 

９ 
民生（児童）委員活動事

業          

合併時に相模原市の制度に統合する。ただ

し、法定協議会の設置数については、現行の

まま引き継ぐ。 

４２ 

１０ 人権啓発事業      合併時に相模原市の制度に統合する。 ４４ 

１１ 市民福祉の集い開催事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ４５ 

１２ 
社会福祉功労者、福祉作

文等入賞者表彰事業  
合併時に相模原市の制度に統合する。 ４６ 

１３ 
社会福祉協議会運営助成

事業         

合併時に相模原市の制度に統合する。ただ

し、市町の社会福祉協議会の合併について

は、法人間で協議中である。 

４７ 

１４ 
あじさい会館等売店運営

助成事業        
現行のまま新市に引き継ぐ。 ４９ 

１５ 
社会福祉事業振興資金補

助金        
合併時に相模原市の制度に統合する。 ５０ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊２

ページ

１６ 
社会福祉事業団本部運営

補助事業        
合併時に相模原市の制度に統合する。 ５１ 

１７ 
地区社会福祉協議会育成

推進事業補助金   
合併時に相模原市の制度に統合する。 ５２ 

１８ 地域福祉計画策定事業  

合併後速やかに相模原市の制度に統合す

る。ただし、計画の運用にあたっては、３町

の地域性などを尊重しながら運用する。 

５３ 

１９ 
社会福祉基金運用事業補

助金        
合併時に相模原市の制度に統合する。 ５５ 

２０ 社会福祉基金積立金   合併時に相模原市の制度に統合する。 ５６ 

２１ 福祉機器展示室運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 ５７ 

２２ 人命救助者等見舞金   合併時に相模原市の制度に統合する。 ５８ 

２３ 
在宅福祉サービス供給事

業         
合併時に相模原市の制度に統合する。 ５９ 

２４ 
ねたきり高齢者等おむつ

支給事業        
合併時に相模原市の制度に統合する。 ６１ 

２５ 低所得者等援護事業   合併時に相模原市の制度に統合する。 ６２ 

２６ 災害援護事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ６４ 

２７ 行事等災害見舞金    合併時に相模原市の制度に統合する。 ６８ 

２８ 
ボランティア活動指導者

等災害保障保険料 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ６９ 

２９ 慰霊塔の維持管理    現行のまま新市に引き継ぐ。 ７１ 

３０ 慰霊祭開催事業     現行のまま新市に引き継ぐ。 ７２ 

３１ 戦争犠牲者援護事業   

合併時に相模原市の制度に統合する。ただ

し､補助金額は合併後新市において検討す

る。 

７３ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊２

ページ

３２ 
行旅病人・死亡人の取扱

い           

合併時に相模原市の制度に統合する。ただ

し、新市において納骨場所について検討す

る。 

７４ 

３３ 各種社会福祉団体補助金 

合併時に相模原市の制度に統合する。ただ

し、補助金額は合併後､新市において検討す

る。 

７５ 

３４ 
防災ボランティア推進事

業         
合併時に相模原市の制度に統合する。 ７６ 

３５ 
生活保護施設運営費補助

金         

中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
７７ 

３６ 

生活保護法に規定する医

療機関及び介護機関の指

定、指導及び施術機関の

登録 

中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
７８ 

３７ 
生活保護法に規定する保

護施設等 

中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
７９ 

３８ 
市民福祉会館の管理運営

事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ８０ 

３９ 法外援護事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 ８１ 

４０ 保健福祉総合相談事業  

３年以内を目途に段階的に相模原市の制

度に統合する。ただし、保健福祉総合相談シ

ステムの設置や保健福祉総合相談窓口のあ

り方もあわせて検討する。 

８２ 

４１ 
基幹型在宅介護支援セン

ター運営事業      

３年以内を目途に段階的に相模原市の制

度に統合する。ただし、保健福祉圏域のあり

方や在宅介護支援センター運営協議会委員

の見直しもあわせて検討する。 

８３ 

４２ 

保健及び福祉に係る相談

並びにサービスの決定

（福祉事務所の主管に属

するものを除く） 

現行のまま新市に引き継ぐ。 ８５ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊２
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４３ 
保健福祉サービス調整機

構の運営 

合併時に相模原市の制度に統合する。ただ

し、相模湖町のサービス調整機構については

在宅介護支援センター運営協議会があるた

め廃止する。 

８６ 

４４ 
重度障害者医療費助成事

業           
合併時に相模原市の制度に統合する。 ８７ 

４５ 障害者歯科診療事業   合併時に相模原市の制度を適用する。 ８８ 

４６ 
ひとり親家庭等医療費助

成事業       
現行のまま新市に引き継ぐ。 ９０ 

４７ 老人保健医療給付費   現行のまま新市に引き継ぐ。 ９２ 

４８ 
老人保健医療審査支払手

数料          
現行のまま新市に引き継ぐ。 ９４ 

４９ 
県立千木良診療所敷地借

上料 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ９５ 

５０ 

社会福祉審議会身体障害

者福祉専門分科会・審査

部会 

中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
９６ 

５１ 

社会福祉協議会補助金

（障害者・高齢者財産保

全管理センター運営費） 

合併時に相模原市の制度に統合する。 ９７ 

５２ 福祉バス提供事業    合併時に相模原市の制度に統合する。 ９９ 

５３ 障害者福祉団体補助金  速やかに相模原市の制度に統合する。 １００

５４ 支援費制度経費     現行のまま新市に引き継ぐ。 １０１

５５ 障害福祉相談員設置事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
１０２

５６ 
身体障害者福祉バス（あ

じさい号）運行事業 

３年間で段階的に相模原市の制度に統合

する。対象者は、市制度を基本とするが､３

町で対象としている内部障害者等の取扱い

については、３年を目途に検討を進める。な

お、高齢者は､高齢者福祉で別途調整する。 

１０３
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５７ 
障害児者入浴サービス事

業         

３年間で段階的に相模原市の制度に統合

する。委託先については、地域性なども踏ま

え、３年を目途に検討を進める。なお、高齢

者については､高齢者福祉で別途調整する。 

１０４

５８ 
重症心身障害児者通園事

業         

中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
１０５

５９ 
手話・要約筆記通訳者養

成・派遣事業      

３年間で段階的に相模原市の制度に統合

する。 
１０６

６０ 
身体障害者スポーツ・レ

クリエーション等事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １０８

６１ 身体障害児者支援費事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 １０９

６２ 
身体障害児者補装具・日

常生活用具給付事業   
合併時に相模原市の制度に統合する。 １１１

６３ 更生医療給付事業    合併時に相模原市の制度に統合する。 １１３

６４ 
障害者手帳交付診断料助

成事業         
合併時に相模原市の制度に統合する。 １１４

６５ 住宅設備改善費助成事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １１５

６６ 
自動車運転訓練費助成事

業           
合併時に相模原市の制度に統合する。 １１６

６７ 自動車改造費助成事業  合併時に相模原市の制度に統合する。 １１７

６８ 自動車燃料費助成事業  

３年間で段階的に相模原市の制度に統合

する。リウマチ患者、精神障害者保健福祉法

第３２条対象者、バス共通カードの配布の取

扱いについては、福祉有償運送に係るセダン

型等の一般車両を用いる場合の特区認定等

それら対象者の移動の確保等条件が整理さ

れた時点で相模原市の制度にあわせ、廃止す

る。 

１１８

６９ 障害児者宿泊費助成事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １１９

７０ 更生訓練費等支給事業  現行のまま新市に引き継ぐ。 １２０
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７１ 
特別障害者等福祉手当支

給事業         
合併時に相模原市の制度に統合する。 １２１

７２ 
在日外国人障害者等福祉

給付金支給事業   
合併時に相模原市の制度に統合する。 １２２

７３ 
身体障害者ケア付住宅設

置運営事業     
合併時に相模原市の制度に統合する。 １２３

７４ 
身体障害者ケア付住宅家

賃助成事業     
合併時に相模原市の制度に統合する。 １２４

７５ 
重症心身障害児施設建設

資金借入償還金補助事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １２５

７６ 
民営鉄道駅舎垂直移動施

設整備事業補助金  
現行のまま新市に引き継ぐ。 １２６

７７ 身体障害者手帳交付事務 
中核市事務により、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
１２７

７８ 
在宅障害者家庭内作業指

導運営事業      
合併時に相模原市の制度に統合する。 １２８

７９ 
障害者地域作業所運営事

業          

３年間で段階的に相模原市の制度に統合

する。なお、平成１８年３月までに指定管理

者制度に向けた整理を行う。また、城山町、

津久井町の地域作業所については、その位置

付けや機能、職員体制等について、３年を目

途に検討を進める。 

１２９

８０ 
障害者小規模通所授産施

設運営事業      
合併時に相模原市の制度に統合する。 １３１

８１ 
障害者地域活動センター

設置運営事業     
合併時に相模原市の制度に統合する。 １３２

８２ 
精神障害者地域生活支援

センター運営事業   

現行のまま新市に引き継ぐ。ただし、城山

町の施設については、その位置付けについて

３年を目途に検討を進める。 

１３３

８３ 
知的障害者スポーツ・レ

クリエーション等事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １３４

８４ 知的障害児者支援費事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 １３５

８５ 
生活ホーム等設置運営事

業          
合併時に相模原市の制度に統合する。 １３７
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８６ 
生活ホーム等家賃助成事

業         
合併時に相模原市の制度に統合する。 １３８

８７ 
更生施設等通園・通所者

交通費助成事業     
合併時に相模原市の制度に統合する。 １３９

８８ 施設入所医療費等経費  合併時に相模原市の制度に統合する。 １４０

８９ 健康診断料助成事業   合併時に相模原市の制度に統合する。 １４１

９０ 
障害者福祉的就労協力事

業所奨励事業    
合併時に相模原市の制度に統合する。 １４２

９１ 
障害者地域作業所等健康

診断事業補助金   
合併時に相模原市の制度に統合する。 １４３

９２ 
障害者一時ケア事業補助

金         
合併時に相模原市の制度に統合する。 １４４

９３ 
障害福祉施設運営費補助

金         
合併時に相模原市の制度に統合する。 １４５

９４ 
知的障害者援護施設建設

資金借入償還金補助事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １４６

９５ 社会福祉事業団経費   
３年間で段階的に相模原市の制度に統合

する。 
１４７

９６ 
障害児検討委員会運営事

業       
合併時に相模原市の制度に統合する。 １４８

９７ 障害者福祉計画 

速やかに統合する。ただし、１市３町の計

画の内容、期間、指標の設定等を考慮し、新

市に移行後、速やかに新市全域を対象とする

計画を策定するものとし、それまでの間は、

現行の計画を地域別計画とする。 

１４９

９８ 

身体障害者福祉法に規定

する売店設置に係る協議

等 

現行のまま新市に引き継ぐ。 １５０

９９ 
指定居宅支援事業者、指

定施設等の指定 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １５１

１００ 
障害者支援センターの管

理運営 
現行のまま新市に引き継ぐ。 １５２
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１０１ けやき体育館の管理運営 現行のまま新市に引き継ぐ。 １５３

１０２ 
市立身体障害者デイサー

ビスセンターの管理運営 
現行のまま新市に引き継ぐ。 １５４

１０３ 進行性筋萎縮症療養給付 現行のまま新市に引き継ぐ。 １５５

１０４ 
障害者地域作業所指導監

査 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １５６

１０５ 
支援費制度における指定

事業者・施設等指導監査 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １５７

 

環境保全部会 
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１ 環境審議会経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 １５８

２ 自然環境観察員事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 １５９

３ 
自然エネルギー等利用設備

補助事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 １６１

４ 環境保全啓発事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 １６２

５ 環境月間事業開催経費 現行のまま新市に引き継ぐ。 １６３

６ 環境基本計画 
合併後新市において速やかに新たな環境

基本計画を策定する。 
１６４

７ 
環境基本法に規定する公害

防止計画 
現行のまま新市に引き継ぐ。 １６６

８ 環境影響評価事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １６７

９ ほたるの里づくり推進事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 １６８

１０ 城山自然の家管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 １６９
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１１ 

相模原市特殊建築物等設置

に伴う環境保全に係る指導

指針 

合併時に相模原市の制度を適用する。 １７０

１２ 
相模原の環境をよくする会

負担金 
現行のまま新市に引き継ぐ。 １７１

１３ 
桂川・相模川流域協議会負

担金 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １７２

１４ 環境管理システム推進事業 速やかに相模原市の制度に統合する。 １７３

１５ 環境指導啓発事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １７５

１６ 環境監視測定事業 
中核市事務のため、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
１７６

１７ 
常時監視測定局管理運営事

業 

中核市事務のため、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
１７８

１８ 
環境監視情報システム管理

事業 

中核市事務のため、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
１７９

１９ 
環境検査センター管理運営

事業 

平成１８年４月に衛生検査施設（保健所所

管）に統合されるため、合併時に廃止する。 
１８０

２０ 公害監視設備整備事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 １８１

２１ 
合併処理浄化槽設置補助事

業 

合併後、５年以内に事業見直しを含め相模

原市の制度に統合する。 
１８２

２２ 低公害自動車普及促進事業 
平成１７年度で事業終了のため、合併時に

廃止する。 
１８３

２３ 

大気の汚染、水質の汚濁､悪

臭､土壌の汚染､騒音及び振

動に係る規制及び指導事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 １８４

２４ 
大気汚染等に係る苦情の処

理 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １８５

２５ 

土砂等による盛土及び土地

の埋立て並びに切土の規制

事務 

合併後、３年以内に事業見直しを含め相模

原市の制度に統合する。 
１８６
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２６ 
浄化槽の設置届出等に関す

る事務 

中核市事務のため、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
１８７

２７ 浄化槽保守点検業者の登録 
中核市事務のため、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
１８８

２８ 緑地保全活用事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １８９

２９ 
(財)相模原市みどりの協会

補助金 
現行のまま新市に引き継ぐ。 １９０

３０ 緑地等維持管理事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １９１

３１ 緑地等整備事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 １９２

３２ 緑地保全用地購入事業 
中核市事務のため、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
１９３

３３ 相模川等保全活用事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 １９４

３４ 
みどりの基本計画及び相模

川計画 

速やかに新市全体を対象とする計画を策

定する。 
１９５

３５ 
みどりのまちづくり基金及

び緑地保全基金の運用管理 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １９６

３６ 

首都圏近郊緑地保全法及び

都市緑地保全法に関する事

務 

中核市事務のため、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
１９７

３７ 相模原市森林整備計画 
速やかに新市全体を対象とする計画を策

定する。 
１９８

３８ 
神奈川県地域森林計画対象

森林における届出事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 １９９

３９ 松くい虫の防除 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２００

４０ 

鳥獣の保護及び狩猟の適正

化に関する法律に関する事

務 

現行のまま新市に引き継ぐ。 ２０１

４１ 
相模原市相模川ふれあい科

学館の管理運営事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ２０２
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４２ 
自然保護奨励金の委託事務

に関すること 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ２０３

４３ 林地開発に関すること 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２０４

４４ 岩石採取に関すること 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２０５

４５ 治山・治水事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２０６

４６ 保安林に関すること 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２０７

４７ 水源の森林づくり事業 
津久井町と相模湖町の制度を統合する方

向で、新市に引き継ぐ。 
２０８

４８ 猟区事務に関すること 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２０９

４９ 自然公園法に関する事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２１０

５０ 
コミュニティと緑の愛護会

団体奨励金 

合併時に相模原市の街美化アダプト制度

に統合する。 
２１１

５１ 生垣設置費補助事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２１２

５２ 
町有林管理審議会に関する

こと 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ２１３

５３ 公園の管理運営事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２１４

５４ 霊園管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２１５

５５ 公園整備事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２１６

５６ 霊園整備事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２１７

５７ 公園用地購入事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２１８
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１ 地区計画推進経費     合併時に相模原市の制度に統合する。 ２１９

２ 建築審査会経費      合併時に相模原市の制度に統合する。 ２２０

３ 都市デザイン推進事業   合併時に相模原市の制度に統合する。 ２２１

４ 屋外広告物許可等経費   
中核市事務のため、合併時に相模原市の制

度に統合する。 
２２３

５ 相模原市建築基準条例 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２２４

６ 

建築基準法に規定する許

可、認定及び認可並びに指

定（道路に関するものを除

く） 

相違点を調整後、速やかに相模原市の制度

に統合する。 
２２５

７ 
建築基準法（第９条を除く）

に規定する意見の聴取 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２２６

８ 

租税特別措置法に規定する

優良な住宅及び良質な住宅

の認定 

合併時に相模原市の制度に統合する。 ２２７

９ 
相模原市地区計画等の案の

作成手続に関する条例 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２２８

１０ 
地区計画等の区域内におけ

る建築行為等の届出 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２２９

１１ 

建築基準法第１６条の規定

に基づく国土交通大臣又は

県知事への報告 

合併時に相模原市の制度に統合する。 ２３０

１２ 

用途地域の指定のない区域

における建築形態制限につ

いて 

現行のまま新市に引き継ぐ。 ２３１

１３ 
マンション管理対策推進事

業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２３２

１４ 建築に係る総合相談 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２３３
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１５ 

高齢者、身体障害者等が円

滑に利用できる特定建築物

の建築の促進に関する法律

に関する事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 ２３４

１６ 
神奈川県福祉の街づくり条

例に関する事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２３５

１７ 
建設リサイクル法に関する

事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２３６

１８ 

ワンルーム形式集合建築物

に関する指導基準に関する

事務 

速やかに相模原市の制度に統合する。 ２３７

１９ 

相模原市特定建築物の建築

に係る自動車の保管場所の

確保に関する条例に関する

事務 

速やかに相模原市の制度に統合する。 ２３８

２０ 
ホテル等建築の適正化に関

する条例に関する事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２３９

２１ 

中高層建築物の建築に係る

紛争の予防と調整に関する

条例に関する事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 ２４０

２２ 
相模原市斎場の設置に関す

る指導基準に関する事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２４１

２３ 
既存木造住宅耐震化促進事

業        
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２４２

２４ 
既存建築物等総合防災対策

事業       
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２４３

２５ 建築審査等の事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２４４

２６ 建築基準法に規定する道路 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２４５

２７ 
建築基準法第９条に規定す

る意見の聴取 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２４６

２８ 
違反建築物の予防、是正指

導及び措置に関する事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２４７

２９ 
建築物、建築設備等の定期

報告 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２４８
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３０ 
住宅金融公庫受託業務に係

る受付、審査及び報告 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２４９

３１ 

高齢者、身体障害者等が円

滑に利用できる特定建築物

の建築の促進に関する法律

事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 ２５０

３２ 
エネルギーの使用の合理化

に関する法律事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２５１

３３ 
建築物安全安心実施計画の

推進事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２５２

３４ 自然災害回避行政の事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２５３

３５ 

建築物の耐震改修の促進に

関する法律に係る受付、審

査、立入検査及び認定に関

する事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 ２５４

３６ 
被災建築物応急危険度判定

事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２５５

３７ 住宅審議会経費      合併時に相模原市の制度に統合する。 ２５６

３８ 市営住宅維持管理補修事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２５７

３９ 
市営住宅ストック総合改善

事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２５８

４０ 市営住宅整備事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２５９

４１ 
住宅に係る相談及び高齢者

等の民間賃貸住宅入居支援 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２６０

４２ 
市営住宅の入居者募集並び

に入居及び退去 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２６１

４３ 
特定優良賃貸住宅の供給の

促進に関する法律事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２６２

４４ 
高齢者の居住の安定確保に

関する法律事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２６３

４５ 
魅力ある公共建築づくり推

進事業      
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２６４
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４６ 
建築工事標準単価表の作成

業務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２６５

４７ 
公共施設の調査・設計・施

工監督業務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２６６

４８ 公共建築物の維持保全計画 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２６７
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１ 社会教育委員経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 ２６８

２ 
生涯学習ルーム運営費

(小中学校余裕教室) 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ２６９

３ 
社会教育関係団体事務室

利用者協議会補助金 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ２７０

４ 人権教育事業 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、地域性を尊

重する。   

２７１

５ 美術品等収集事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 ２７２

６ 
ＪＲ相模原駅駅ビル公共

施設維持管理事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ２７３

７ 家庭教育啓発事業 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、地域性を尊

重する。 

２７４

８ 市民文化祭経費 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２７５

９ 音楽等振興事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２７６

１０ 
相模原市民ギャラリー運

営事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ２７８
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１１ 公民館館長等経費 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、地域性を尊

重する。  

２７９

１２ 公民館運営協議会等経費 合併時に、相模原市の制度に統合する。 ２８０

１３ 公民館非常勤職員等経費 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、地域性を尊

重する。 

２８１

１４ 公民館活動事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２８３

１５ 
公民館施設維持管理補修

事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ２８４

１６ 
彫刻のあるまちづくり事

業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ２８５

１７ 

県立相模湖交流センター

の管理・運営に関するこ

と 

現行のまま新市に引き継ぐ。 ２８６

１８ ＰＴＡ育成費 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、過去の経緯

や地域性、団体の意向を尊重する。 

２８８

１９ 地域婦人団体育成費 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、過去の経緯

や地域性、団体の意向を尊重する。 

２８９

２０ 女性グループ育成費 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２９０

２１ 文化団体育成費 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、過去の経緯

や地域性、団体の意向を尊重する。 

２９１

２２ 音楽関係団体等補助金 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２９２

２３ 生涯学習推進事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 ２９３

２４ 文化財保護審議会経費 合併時に、相模原市の制度に統合する。 ２９４

２５ 文化財普及事業 
合併後、文化財普及事業を調整し、３年間

で段階的に相模原市の制度に統合する。   
２９５

２６ スポーツ振興審議会経費 合併時に、相模原市の制度に統合する。 ２９７
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２７ 
体育指導委員活動推進事

業 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、地域住民の

意向や地域性を尊重する。  

２９８

２８ 
スポーツ振興に関する事

業 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、地域性を尊

重する。   

２９９

２９ 各種体育大会等実施事業 

事業の実施方法（委託・直営）については、

当面、現行どおりとするが、合併後、３年間

で段階的に相模原市の制度に統合する。統合

にあたっては、地域性を尊重する。   

３００

３０ 
（財）相模原市体育協会

補助金 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、過去の経緯

や地域性、団体の意向を尊重する。 

３０２

３１ 
スポーツ大会等開催・誘

致奨励補助金 
合併時に相模原市の制度を適用する。 ３０４

３２ スポーツ施設管理事業 

合併時は、現行の管理方法で施設運営を行

い、合併後、３年間で段階的に相模原市の制

度に統合する。   

３０５

３３ スポーツ施設の整備 現行のまま新市に引き継ぐ。 ３０６

３４ 学校施設開放事業 

現行のまま新市に引き継ぎ、新市において

料金、減免措置について検討するものとす

る。 

３０７

３５ 青少年問題協議会経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３０８

３６ 
青少年健全育成環境づく

り事業 
速やかに相模原市の制度に統合する。 ３０９

３７ 
青少年指導員活動推進事

業 

合併後、３年間で、段階的に相模原市の制

度に統合する。統合にあたっては、地域住民

の意向や地域性を尊重する。  

３１１

３８ 青少年関係団体補助金 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、過去の経緯

や地域性、団体の意向を尊重する。 

３１２

３９ 
青少年学習センター施設

維持管理事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ３１３

４０ 
青年海外派遣基金の運用

管理 
合併時に相模原市の制度を適用する。 ３１４

４１ 
青少年学習センター活動

自主事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ３１５
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４２ 
青少年学習センター活動

団体委託事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 ３１６

４３ 
総合学習センター施設利

用承認事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ３１７

４４ 
総合学習センター施設運

営事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ３１８

４５ 市民大学実施事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３１９

４６ 教育の調査研究事業 速やかに相模原市の制度に統合する。 ３２０

４７ 生涯学習活動の支援事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 ３２１

４８ 情報活用推進事業 
合併後、段階的に相模原市の制度に統合す

る。 
３２３

４９ 教材作成事業 
合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。  
３２４

５０ 
教育図書資料の収集整理

活用事業 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。 
３２５

５１ 教育研究所連盟 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３２６

５２ 教職員研修（基本研修） 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３２７

５３ 学習相談事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３２８

５４ 学社融合推進事業 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、地域性を尊

重する。 

３２９

５５ 出前講座事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３３０

５６ 
公民館に関する調査研

究・研修 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。統合にあたっては、地域性を尊

重する。 

３３１

５７ 生涯学習情報化推進事業 
合併後、段階的に相模原市の制度に統合す

る。  
３３２

５８ 
教職員研修（基本研修以

外） 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ３３３
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５９ 学校教育相談事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３３５

６０ 図書館協議会経費 現行のまま新市に引き継ぐ。 ３３６

６１ 
図書館施設維持管理費・

施設維持補修費 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ３３７

６２ 
視聴覚ライブラリー自主

事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 ３３８

６３ 視聴覚関係団体補助金 合併時に相模原市の制度を適用する。 ３３９

６４ 図書資料充実経費 速やかに相模原市の制度に統合する。 ３４０

６５ 図書館サービス経費 速やかに相模原市の制度に統合する。 ３４１

６６ 図書館施設運営費 

３町の利用相談員の配置の必要性、配送業

務方法（コース等）を検討し、速やかに相模

原市の制度に統合する。 

３４２

６７ 図書等複写費用 速やかに相模原市の制度に統合する。 ３４３

６８ 図書館システム経費 合併時に相模原市の制度を適用する。 ３４４

６９ 博物館協議会 現行のまま新市に引き継ぐ。 ３４６

７０ 資料収集保存事業 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度

に統合する。資料の収蔵施設の独自性や設立

経過、住民活動などを考慮し、協議する期間

を設け検討する。   

３４７

７１ 資料調査研究事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 ３４８

７２ 展示・教育普及事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 ３４９

７３ プラネタリウム事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 ３５０

７４ 
博物館施設維持管理運営

事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ３５１
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７５ 
尾崎愕堂記念館の管理運

営に関すること 

現行のまま新市に引き継ぐ。管理運営方法

等については、合併後、施設の独自性や設立

経過、住民活動などを尊重し、協議する期間

を設け検討する。 

３５２

７６ 
エコミュージアム推進事

業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ３５３
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１ 選挙管理委員会運営費 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３５４

２ 選挙啓発経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３５５

３ 投票事務費 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３５６

４ 開票事務費 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３５８

５ 選挙公報発行費 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３５９

６ ポスター掲示場経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３６０

７ 選挙啓発費 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３６１

８ その他選挙執行経費 

合併時に相模原市の制度に統合する。ただ

し、従来から行われてきた各市町の財産区等

の選挙については、現行のまま存続する。 

３６２

９ 条例、規則等の取扱い 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３６３

１０ 諸証明の発行 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３６４

１１ 
選挙人名簿等の調整並び

に縦覧及び閲覧 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ３６５

１２ 投票及び開票区域 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３６６
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１３ 
期日前投票及び不在者投

票 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ３６７

１４ 直接請求 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３６９

１５ 検察審査員候補者 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３７０
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平成１６年８月１２日 

 

   相模原市長  小川 勇夫  様 

 

                          藤野町長  倉田 知昭 

 

 

相模原市及び津久井郡４町での合併に向けての協議について（お願い） 

 

 

 日ごろより、貴市と津久井郡４町による広域行政を推進する中で、多大なる御支援、

御協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 また、昨年１２月議会において、貴市及び津久井郡４町での任意合併協議会設置の

ための予算案を提案しましたが議会の理解を得ることができず、貴市に多大な御迷惑

をお掛けいたしましたことを、まずお詫び申し上げます。 

 さて、その後の経過といたしましては、本年２月に町民説明会を開催し、今後も市

町村合併議論を続けながらも当面は単独町政を継続していくことを説明いたしました

が、町民からは、長期にわたる経済不況や人口減に起因した税収、地方交付税等の減

少、さらには津久井郡広域行政組合の運営への不安感等がある中で、合併協議の門を

閉ざしたことに対して多くの批判をいただきました。そして、地方自治法の規定によ

る条例制定の直接請求として、有権者の 40.23％に当たる 3,471人もの連署をもって、

「藤野町の合併についての意思を問う住民投票条例」の制定を求められたものであり

ます。議会制民主主義と直接民主主義の原理に基づく住民の基本権である直接請求制

度の間に立ち、苦渋した判断でありましたが、「市町村合併が住民生活にとって大き

な影響を及ぼすものであり、かつ、住民の権利として行使された民意を重く受け止め、

条例を制定すべきである」との意見を付して議会に提案をいたしました。そして、議

会による審議の結果、全会一致で条例案が可決され、本年６月２７日に住民投票を執

行いたしました。 

 住民投票は投票率 65.23％で成立をし、その結果は「相模原市と津久井郡４町での

合併に賛成する」が 61.68％（3,398 票）というものでありました。私は、町民が示し

たこの結果を最大限に尊重し、貴市及び津久井郡４町での合併に向けての協議を行っ

ていくことを決断いたしました。また、この決断を形あるものとするため、本年８月

２日には議会臨時会を招集し、合併協議会のための負担金を盛り込んだ一般会計補正

予算案を私の意思として提案させていただき、賛成多数をもって議会の承認をいただ

いたところであります。さらに同臨時会において、議員発議により「相模原市、城山
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町、津久井町、相模湖町、藤野町による合併協議に関する決議」が提出され、これも

賛成多数で可決されました。 

 これまで紆余曲折ございましたが、藤野町として、町民、議会、町の三者が一体と

なった意思が確立したところであります。 

 当町におきましても、貴市に合併協議のお願いをした城山町、津久井町及び相模湖

町と同じく、今後、津久井広域道路及びさがみ縦貫道路の整備により、ますます貴市

と津久井郡４町の結びつきが強まっていく中で、将来に向け、充実した都市機能を持

つ貴市と広大な自然と水源を有する津久井郡４町が合併し、お互いに持ち合わせない

機能を相互に補完し合い、豊かな都市生活と自然環境とが調和する２１世紀にふさわ

しい理想的な都市を共に創造させていただきたいと考えております。さらに、新しい

都市を創造していく中で、江戸時代に甲州街道として賑わいのあった国道２０号線、

昭和４３年に開通した中央自動車道の相模湖インターチェンジ等を有し、戦中、当町

に戦火を逃れた芸術家たちが夢みた大芸術都市構想に端を発した藤野ふるさと芸術村

メッセージ事業や平成９年に開館した藤野町営やまなみ温泉などの事業運営を行って

いる当町では、合併後の新市における北の玄関口として、来訪者を招き、もてなすと

ともに、市民の心の安らぎと人と人が触れ合う憩いの場としての機能が果たせるもの

と自負しております。 

 つきましては、ここに、貴市及び津久井郡４町での合併に向けての協議を願うとこ

ろでありますが、まず、そのためには郡域を同じくし、神奈川県の水がめとして共通

の役割を担い、貴市に合併協議のお願いをしている３町の御理解と御協力が必要と考

え、３町に対して貴市及び津久井郡４町での合併に向けての支援を依頼し、御賛同を

いただいたところであります。しかし、当町が貴市及び３町で構成する相模原・津久

井地域合併協議会に参加することにより、「市町村の合併の特例に関する法律の適用

を受け、平成１８年３月３１日までに合併することを目標とする」同協議会の方針に

影響を与えてしまうことは望むものではありません。今後、合併協議の形態を共に模

索させていただきたいと存じますが、当町にとりましては、目標とする合併期日に貴

市及び津久井郡４町で合併することができますよう、合併に向けての協議について、

格別なる御理解と御協力をいただくとともに、特段の御配慮をお願い申し上げます。 



平成１６年８月６日 

 

   城 山 町 長  小林 正明  様 

 

   津久井町長  天野  望  様 

 

   相模湖町長  溝口 正夫  様 

 

                          藤野町長  倉田 知昭 

 

 

相模原市及び津久井郡４町での合併に向けての支援について（依頼） 

 

 

 日ごろより、相模原市及び津久井郡４町での広域行政を推進する中で、当町の情勢

を勘案していただき、厚くお礼申し上げます。 

 さて、昨年１２月議会において、相模原市及び津久井郡４町での任意合併協議会設

置のための予算案を提案しましたが議会の理解を得ることができず、多くの面におい

て、貴３町を始め相模原市に多大な御迷惑をお掛けいたしました。 

 その後、本年２月に町民説明会を開催し、今後も市町村合併議論を続けながらも当

面は単独町政を継続していくことを説明いたしましたが、町民からは、長期にわたる

経済不況や人口減に起因した税収、地方交付税等の減少、さらには津久井郡広域行政

組合の運営への不安感等がある中で、合併協議の門を閉ざしたことに対して多くの批

判をいただきました。そして、地方自治法の規定による条例制定の直接請求として、

有権者の 40.23％に当たる 3,471 人もの連署をもって、「藤野町の合併についての意

思を問う住民投票条例」の制定を求められたものであります。議会制民主主義と直接

民主主義の原理に基づく住民の基本権である直接請求制度の間に立ち、苦渋した判断

でありましたが、「市町村合併が住民生活にとって大きな影響を及ぼすものであり、

かつ、住民の権利として行使された民意を重く受け止め、条例を制定すべきである」

との意見を付して議会に提案をいたしました。そして、議会による審議の結果、全会

一致で条例案が可決され、本年６月２７日に住民投票を執行いたしました。 

 住民投票は投票率 65.23％で成立をし、その結果は「相模原市と津久井郡４町での

合併に賛成する」が 61.68％（3,398 票）というものでありました。私は、町民が示し

たこの結果を最大限に尊重し、相模原市及び津久井郡４町での合併に向けての協議を

行っていくことを決断いたしました。また、この決断を形あるものとするため、本年



８月２日に議会臨時会を招集し、市町村合併協議会のための負担金を盛り込んだ一般

会計補正予算案を私の意思として提案させていただき、その結果、賛成多数をもって

議会の承認をいただいたところであります。さらに同臨時会において、議員発議によ

り「相模原市、城山町、津久井町、相模湖町、藤野町による合併協議に関する決議」

が提出され、これも賛成多数で可決しました。 

 ここに、藤野町として、町民、議会、町の三者が一体となった意思が確立し、相模

原市と津久井郡４町での合併に向けて協議を願うところでありますが、まず、そのた

めには歴史的にもつながりが強く、神奈川県の水がめとして共通の役割を担ってきた

貴３町の御理解と御協力が必要不可欠なものであると考えております。しかし、当町

が相模原・津久井地域合併協議会に参加することにより、「市町村の合併の特例に関

する法律の適用を受け、平成１８年３月３１日までに合併することを目標とする」同

協議会の方針に影響を与えてしまうことは望むものではありません。 

 つきましては、今後、相模原市にも御理解と御協力をいただきながら合併協議の形

態を共に模索していきたいと考えますが、当町にとりましては、どのような協議形態

であっても平成１８年３月３１日までに相模原市及び津久井郡４町で合併することが

できますよう、貴３町の特段の御配慮をお願い申し上げます。 

 

 

 



【平成１６年】
４月

８月

１２月

【平成１７年】
３月

　

【平成１８年】
３月 合併目標期日

藤野町との合併協議の方法について(例)

１
市
３
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併
協
議

市町村議決
・

知事への申請 協議状況の報告
○まちづくりビジョン策定
　 における調整
○事務事業の調整

・協議組織の検討
・まちづくりビジョン
の策定手法の検討
・1市3町協議会との
調整方法の検討
・事務局体制の検討
・予算措置
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・基本４項目の確認
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  ンづくり
・事務事業の調整
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の
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その他（２）地域自治組織制度についての関連資料 

合併に伴う当面の都市内分権及び地域審議会等について（案） 
 
１ 基本方針 
○新市全体の都市内分権のあり方については、合併後５年を目途に検討するものとする。 
 
○新市としての一体的なまちづくりの推進と行財政運営の効率化を図るため、城山町、

津久井町及び相模湖町に、それぞれの区域を単位とした市町村の合併の特例に関する法

律（以下、「合併特例法」という。）の規定に基づく地域自治区を設置する。 
 
○合併特例法の規定に基づく地域自治区の設置期間については、合併の期日から５年間

とする。 
 
【補足説明】 
合併前の地域の歴史や文化などの特色を生かしつつ、合併後の新市として一体的なまち

づくりを円滑に進めるための経過措置として、合併特例法の規定に基づく地域自治区を導

入するもの。 
① 地域審議会については、法律により地域自治組織制度が創設されたため、検討対象か

ら除外する。 
② 改正地方自治法に基づく一般制度である地域自治区については、合併を行う段階で、

新市域全体を区割りし、設置することが困難なため選択しない。 
③ 法人格を持つ特別地方公共団体である合併特例区は、新市一体となったまちづくり推

進の必要性と行財政運営の効率化の観点から鑑みて選択しない。 
 
 
 
 
 
 
【参考】任意協議会における協議事項及び協議内容 
２９ 都市内分権と地域審議会等の設置 
・ 関係市町の歴史、文化、生活様式など各地域の伝統や特性を尊重し、個性豊かな地域

が共存する都市内分権の具体的な方法等について協議する。 
・ 新市の長の諮問に応じて審議し、又は必要と認める事項について新市の長に意見を述

べるため旧市町村単位で置くことができる地域審議会の設置の可否及び内容につい

て協議する。 
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その他（２）地域自治組織制度についての関連資料 

２ 地域自治区の概要 
（※地域自治区の制度の概要とイメージについては、資料１、２を参照） 
○「地域協議会」の設置により、住民意向を行政施策へ反映する。 
○地域住民に身近な行政サービスを提供する「地域自治区の事務所」を設置する。 

 
３ 地域協議会について 
① 前提条件 
○協議で定める地域協議会の設置等に関する事項は、合併特例法に規定する事項とする。

○地域協議会は、地域の多様な意見を行政施策に反映する場とし、各地域自治区の特徴

を活かした運営が可能となるよう配慮する。 
 
【参考】協議で定める項目と法律上の根拠 
１ 地域自治区の設置期間（合併特例法 第５条の５） 
２ 地域自治区の区域（地方自治法 第２０２条の４） 
３ 地域自治区の事務所の位置、名称、所管区域（地方自治法 第２０２条の４） 
４ 地域協議会の構成員の任期（地方自治法 第２０２条の５第４項） 
５ 地域協議会の選任及び解任の方法（地方自治法 第２０２条の２第２項） 
６ 地域協議会に諮問し、又は地域協議会が、意見できる市町村の施策に関する重要事項 
（地方自治法 第２０２条の７第２項） 
７ 地域協議会の構成員、定数など組織及び運営に関し必要な事項 
（地方自治法 第２０２条の８） 

 
② 構成員 
○地域自治区の住民から市長が選任する。 
○会長と副会長を置き、委員の互選により決定する。 

 
③ 定数 
○３０人以内とする。多様な意見が適切に反映されるよう公募委員を含める。 
理由：「相模原市審議会等の在り方に関する基本指針」の基準により、原則として２０

人以下が適当と考えるが、各地域の特性に配慮し３０人以内とした。 
 
④ 任期 
○２年以内とする。 
理由：法定の上限は４年であるが、多様な住民の参画機会を確保するため 

 
⑤ 報酬 
○無報酬とする。 
理由：住民として担う自発的な協働活動の一環であるため、無報酬とする。 
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その他（２）地域自治組織制度についての関連資料 

⑥ 権限 
○市長等からの諮問に対する意見具申 
【補足】合併特例法第５条第９項では、市町村建設計画を変更しようとする場合には、市

長は、あらかじめ地域協議会の意見を聴かなければならない旨の規定がある。 
○協議会が必要と思われる事項に関する意見具申 
【補足】「協議で定める市町村の施策に関する重要事項であって地域自治区の区域にかか

るもの」という規定があるが、この重要事項に該当するものとしては、「当該地域住民の

生活に大きな影響を及ぼす事項」を基本とする。 
 
４ 地域自治区の事務所について 
① 事務所の事務 
○市長の権限に属する事務の一部を分掌する。 
○地域協議会の庶務を処理する。 

 
② 事務所の長 
○長は、事務吏員とする。 

 
５ 総合的な事務所等について 
① 総合的な事務所の位置付け（※総合的な事務所は、協議第１１号 １を参照） 
○総合的な事務所 ＝ 地域自治区の事務所 ＋ 本庁の出先機関 

 
 
② 旧町にある出先機関の扱い（※出先機関の扱いは、協議第１１号 ２を参照） 
○旧町にある支所、出張所などの出先機関については、事務内容を精査し、住民サービ

ス事務を取り扱うものとする。 
 
【参考】協議第１１号 １及び２ 
「１ 城山町、津久井町及び相模湖町の各役場は、合併前の各役場における住民サービス

を確保し、地域の拠点として、窓口業務をはじめ、まちづくりや産業振興を支援する機能

を持つ、総合的な事務所とする。」 
「２ 城山町、津久井町及び相模湖町の出先機関は、住民サービスの低下を招くことがな

く、地域の特色を生かせる機能を持つ組織とする。」 
 
 
 
 
 
※合併に伴う事務イメージの比較については、資料３を参照 
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[地域自治組織等の概要]

いわゆる「地域自治組織」

地　域　自　治　区 地　域　自　治　区 合　併　特　例　区 地域審議会

改正地方自治法 改正合併特例法、合併新法 改正合併特例法、合併新法

設置手続 条例 関係市町村の協議＋議会議決 関係市町村の協議＋議会議決＋知事認可 関係市町村の協議＋議会の議決＋告示

　※合併にかかわらず全ての市町村で設置できる 　※合併済市町村は条例 　※合併済市町村は定款＋知事認可

名　　称 条例により定める 協議により定める（□□区、□□町など） 協議により定める（□□区、□□町など） 協議により定める

法 人 格 なし なし あり（特別地方公共団体） なし（附属機関）

区 域 等 市町村の全域に、区域を分けて設置する １又は２以上の旧市町村単位で設置できる １又は２以上の旧市町村単位で設置できる 旧市町村単位

　※市町村の一部に設置することはできない 　※合併市町村の全域に置くこともできる 　※合併市町村の全域に置くこともできる

設置期間 期限なし 協議により定める（上限なし） ５年以内 一定の期間

　※地域の実情に応じた適切な期間を設定する 　※期間を延長することはできない

組　織　等 地域協議会＋事務所 地域協議会＋事務所 合併特例区協議会＋事務所

協　議　会 ○区域内に住所を有する住民 ○区域内に住所を有する住民 ○区域内に住所を有し、議会議員被選挙権を有する者 ○諮問に対する答申

○任期４年以内、原則無報酬 ○任期４年以内、原則無報酬 ○任期２年以内、原則無報酬 ○必要と認める事項についての意見具申

○区域内の重要事項は必要的諮問事項 ○区域内の重要事項は必要的諮問事項 ○左記の他、予算等の重要事項に関する同意権がある

事　務　所 ○長は事務吏員 ○長は事務吏員 ○長は特別職（任期２年以内）

　※特別職の区長の設置可（任期２年以内）

○市町村の出先機関として処理する事務 ○市町村の出先機関として処理する事務 ○公の施設の設置管理、地域振興イベント等を処理

　※市町村の出先機関を併設することも可

○地域協議会の庶務を処理 ○地域協議会の庶務を処理 ○合併特例区の庶務を処理

住居表示の特例 なし 地域自治区の名称を冠する義務 合併特例区の名称を冠する義務 なし

(例)○○○市△△区◇◇ (例)○○○市△△区◇◇

　　○○○市△△町◇◇　など 　　○○○市△△町◇◇　など

４

資料１



資料２ 
 

城山町、津久井町、相模湖町に設置される地域自治区のイメージについて 
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その他 
 
第６回相模原・津久井地域合併協議会次第（案）について 

 
 

第６回 相模原・津久井地域合併協議会次第 
 
                 日時：平成１６年９月２１日（火）午後２時から 
                 場所：津久井町生涯学習センター 体育館 
 
１ 開  会 
 
２ 会長あいさつ 
 
３ 議  事 

  
  ＜協議事項＞ 

 
協議第 12号 行政連絡機構の取扱いについて＜継続協議（一部）＞ 

  協議第 24号 議会議員の定数及び任期の取扱いについて 
協議第 25号 農業委員会委員の定数及び任期の取扱いについて 
協議第 26号 一部事務組合等の取扱いについて 
協議第 27号 清掃事業の取扱いについて 

  協議第 28号 消防業務及び消防団の取扱いについて 
  協議第 29号 防災事業の取扱いについて 
  協議第 30号 都市内分権と地域審議会等の設置について 

   協議第 31号 まちづくりの将来ビジョンについて 
 
＜報告事項＞ 

  
 報告第 23号 各種事務事業の取扱いについて（Ｂ・Ｃランク）その３ 

  
４ そ の 他 
 
５ 閉  会 
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